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整理番号   26-78 

補助事業名  平成26年度地域に根付いた部品企業等のＦＴＡ活用策の調査研究補助事業 

補助事業者名  一般財団法人国際貿易投資研究所 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

国・地域間の関税および非関税措置を削減・撤廃するＦＴＡ（自由貿易協定）は、ＷＴＯ

の多国間交渉が行き詰まるなか、２０００年以降発効件数が急速に増加した。同じく２００

０年以降に世界の貿易額は著しく増加、ＦＴＡは世界の貿易を大きく促進した。 

関税の自由化に伴いＦＴＡの利用は年々増加し、企業はＦＴＡを考慮した生産拠点の再編

成といった動きも見せている。また、交渉が進むＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）が妥結す

れば、我が国の貿易にも大きな影響を与えるだろう。 

このようにＦＴＡがますます重要となる状況において、企業側もＦＴＡの利用により関税

の節約が可能で、コストの削減に繋がることは理解している。 

しかし、ＦＴＡがもたらす具体的な効果や運用において直面する問題に触れている資料は

決して多くは無く、特に中堅・中小企業にとってはＦＴＡの活用方法について十分な情報が

提供されているとは言い難いことから、戦略的な標準化の報告性を打ち出すための状況判断

材料を広く官民に提供することを目的とする。 

 

（２）実施内容 

地域に根付いた部品企業等のＦＴＡ活用策の調査研究 (http://www.iti.or.jp) 

我が国の企業にとって関係の深い東アジア地域を中心に、企業のＦＴＡの活用状況や輸入

コストへの影響、運用上の問題点について調査を行った。 

＜研究会＞ 

第１回研究会開催 平成２６年 ７月 ４日 

第２回研究会開催 平成２６年 ９月１９日 

第３回研究会開催 平成２６年１２月１２日 

第４回研究会開催 平成２７年 ２月１３日 

 

 

 

 

 

 

http://www.iti.or.jp/report_10.pdf
http://www.iti.or.jp/


２ 予想される事業実施効果 

  複数のＦＴＡによる関税削減の効果やＦＴＡの利用状況、利用における問題点を明示

することで、ＦＴＡを利用している、または利用を検討している企業にとって有用な情

報を提示できた。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

企業のFTA活用策報告書 (http://www.iti.or.jp/report_10.pdf) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒104-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F  A  X： 03-5148-2677 

E - m a i l： webmaster@iti.or.jp   

Ｕ Ｒ Ｌ： http://www.iti.or.jp 

http://www.iti.or.jp/report_10.pdf
mailto:webmaster@iti.or.jp
http://www.iti.or.jp/

